




































資料7-2

第2期健康横浜２１　令和元年度　第1回　関係課長会議情報共有シート(確認中）

令和元年度の取組予定について（R1.７月時点）

区局 取組内容

健康福祉局保険
年金課

１　特定健診受診率の向上対策
　(1) 自己負担額の無料化の継続
　(2) 早期受診キャンペーンの実施
　(3) 対象者の特性に合わせ、ナッジを活用した未受診者勧奨通知の発送（11月頃）
　(4) 三師会連携を通じた受診啓発。
　(5) 国保加入者全世帯へ国保健康だよりを発行（予定）
※特定健診受診率：６月26日現在速報値　24.2%。前年同月比で2.4ポイント増（令和元年11月末実績確定）

２　糖尿病性腎症重症化予防事業を全区で実施
　(1) 未受診者勧奨事業
　(2) 個別保健指導

経済局ライフイノ
ベーション推進担

当

１　よこはまウェルネスパートナーズ活動活性化
（ビジネス創出に向けたマッチング（20件）・プロジェクト創出（3件）、総会の開催、パートナーズ間のマッチング支援、情報共有
化に向けた取組）

２　健康経営の普及啓発
（セミナーの開催、横浜健康経営認証制度（新規40事業所）、健康経営支援拠点の設置、健康経営の効果測定）【健康福祉局
保健事業課と連携】

医療局医療政策
課

１　職員向け研修
重症化予防研修（糖尿病基礎、糖尿病実践）実施

２　市民啓発講座
市大と共催にて実施

３　普及啓発（妊娠糖尿病）
　(1) 各区で実施する保健指導のパンフレット改訂版を作成
  (2) 妊娠糖尿病理解のためのポスターを作成

４　医療連携の推進に向けた庁内会議の立ち上げ

こども青少年局こ
ども家庭課

１　歯科保健
行動目標：しっかり噛んで食後は歯磨き

２　取組事業
 (1) 乳幼児健康診査（4か月児健診・1.6歳児歯科健診、3歳児歯科健診）で集団指導による歯科保健啓発及び歯科健診を実
施。
 (2) 妊婦歯科健診の実施
受診率向上を目的に、新規実施医療機関研修を年２回実施。さらなる受診率等の向上を目指し、市民アンケートを実施。

こども青少年局企
画調整課

 １　子どもの事故防止の能力向上
　保育所等における運動指導について、運動指導用ＤＶＤの配布及び活用のための研修を保育士を対象に開催することで、
保育所等での運動指導をより充実させることにより、低年齢児が行動体力やバランス感覚などを身につけ、事故を防止する
能力の向上を図ります。

２　子どもの事故予防の普及・啓発
　保護者及び子育てに関わる市民を対象に、子どもの事故予防のリーフレットを随時増刷・配布し、普及・啓発を推進していき
ます。

教育委員会事務
局教育課程推進

室

○「子どもの体力向上プログラム」による取組の推進
１　分析チャート等、健康・体育にかかわる様々な客観的なデータに基づく｢体育・健康プラン」、「体力向上１校１実践運動」
等、体力・健康に関わる取組の推進。

２　小中義務教育学校の各種大会へのオリンピアン・パラリンピアン等のトップアスリートとの交流事業の実施。

教育委員会事務
局健康教育課

１　食育実践推進校の指定
　　食育推進研修会の実施

２　食育推進指針の周知
  (1) 栄養教諭・学校栄養職員の
　(2) 人材育成
  (3) 授業研究会での助言や指導

３　食育出前授業の実施
　(1) マリノスとの食育連携
　(2) 公的機関や民間企業主催の出前授業の紹介や実践校への斡旋
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資料7-2

令和元年度の取組予定について（R1.７月時点）

区局 取組内容

健康福祉局こころ
の健康相談セン

ター

１　地域の精神保健福祉に関する対応力向上をはかるため、次の研修を開催
 (1) 精神保健福祉基礎研修（医学、障害理解）
 (2) パーソナリティ障害基礎
 (3) 依存症基礎・応用研修
 (4) 依存症社会資源・ﾘｶﾊﾞﾘｰｽﾀｯﾌ向け
 (5) 自殺対策基礎・応用研修

２　精神保健福祉、精神疾患、こころの健康に関する普及啓発をはかるため、次の事項を実施
　(1)　リーフレット作成・配布
　(2)　ギャンブル依存症啓発週間
　(3)　アルコール依存症啓発週間
　(4)　自殺対策街頭キャンペーン
　(5)　市大エクステンション講座（共催）
　(6)　健康メールマガジンへの寄稿
　(7)　ホームページによる情報発信

健康福祉局食品
衛生課

１　食の安全に関する施策や、リスクコミュニケーション事業等に関する審議を行う附属機関「食の安全・安心推進横浜会議」
において、11月に開催予定のシンポジウムのテーマを決定した。

２　今回は「家庭における食の安全」という幅広い視点で消費者に役立つ食にまつわる知識、制度化されるHACCPによる衛生
管理の考え方を情報提供しながら意見交換を行う。

環境創造局農業
振興課

１　はま菜ちゃん料理コンクール
２　教育委員会と連携し、市立小学校全校を対象とした、市内産農畜産物の一斉供給の実施
３　はまふぅどコンシェルジュの育成・活動支援
４　啓発イベントの開催及び出展
５　広報印刷物の作成

市民局スポーツ振
興課

１　ウォーキング事業
関連団体と連携し、広報活動等を行う。

２　市民参加型スポーツイベント
 (1) YOKOHAMAビーチスポーツフェスタ2019
 (2) 市民体育大会
 (3) 横浜元気！！スポーツ・レクリエーションフェスティバル　などの開催

３　横浜マラソン
　2018大会と同じ２万８千人規模で実施するが、2019大会は女性ランナー優先枠（10,000人）を新設したほか、外国人枠と２ｋ
ｍ車いすの枠を拡大し、様々な人が参加しやすい大会を目指す。

４　横浜市スポーツボランティアセンター
　スポーツボランティアセンター登録者の活動機会を拡げるとともに、登録者のスキルアップにつながる研修を実施する。

健康福祉局福祉
保健課

第４期横浜市地域福祉保健計画の推進
・柱２－４「幅広い住民層が取り組む地域の健康づくり活動の充実」

健康福祉局高齢
健康福祉課

１　ゲートボール大会
２　グラウンド・ゴルフ大会
３　ペタンク大会
４　体操ひろ場
５　シニアの祭典
６　健康づくり・介護予防推進員の養成
７　区老(シ)連連携事業　※名称変更（変更前：活動拠点型健康づくりモデル事業）
８　スポーツ吹矢
９　ふまねっと

健康福祉局地域
包括ケア推進課・
健康福祉局高齢

在宅支援課

１　区役所・地域包括支援センターにおいて、ロコモ予防に関する講演会、イベント等の開催
２　ハマトレを推進する人材育成研修の開催（泉区、青葉区）
３　啓発リーフレットの更新、作成、配布
４　市民講座（医師会共催）開催
５　支援者向けハマトレ研修の開催（7月2日）
６　各区における健康づくり係と連携した取組の推進（通年）

2



資料7-2

令和元年度の取組予定について（R1.７月時点）

区局 取組内容

旭区福祉保健課

１　がん検診
　広報よこはま、健康フェア、赤ちゃん教室、子育てサロン等での啓発　等

２　集団健康教育
 (1) 運動習慣のない方に対するウォーキングの推進
 (2) 生活習慣病予防相談、食生活等改善推進員による啓発講座
 (3) 親子歯みがき教室、歯周病予防教室等の実施　等

３　タバコ対策
　保健活動推進員による禁煙・受動喫煙防止普及啓発活動　等

４　生活保護受給者の健康管理支援及び受療状況改善支援
　支援プログラムの実施　等

５　疾病の重症化予防
　生活習慣改善セミナーの開催　等

健康福祉局障害
企画課

◯研修会の開催
１　実施日
　　令和元年6月26日
２　内容
　　歯科医師による講義：摂食嚥下の仕組み、障害別特徴と摂食嚥下障害への対応、事例検討等

３　目的
　　摂食嚥下の機能やリハビリ方法について学び、日頃の食支援の向上を目指す

健康福祉局障害
福祉課

１　ラポール上大岡
令和2年1月開所に向け、引き続き改修工事の実施と初度調弁等の調達、条例施行規則の改正実施

２　障害者スポーツ振興事業
 (1) スポーツレクリエーション事業の実施
   　競技力向上とスポーツを続ける環境整備
 (2) 地域支援事業
   　身近な地域でのスポーツ活動に取り組める環境整備
 (3) リハビリテーションスポーツ
   　適切なスポーツの導入促進の取組
 (4) 人材育成事業
　   障害者スポーツに携わる人材の育成

衛生研究所

〇健康関連データの分析および活用

１　健康関連データ分析と区別データ集作成
 (1) 標準化死亡比、がん検診受診率等分析
 (2) 18区別健康関連データ集作成

２　国民健康保険データ分析
 (1) 地域の特徴や特定健診の効果を適宜分析
 (2) 協会けんぽデータ分析

３　勤労世代の地域や業種別の特徴を適宜分析
　　職員向け研修の実施

健康福祉局介護
保険課

１　年間活動者数13,000人
２　受入施設・団体数612か所
３　さらなる対象活動の拡大
４　ボランティア登録者への情報提供（マッチング）
５　運営方法及びポイント管理方法見直しの検討
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健康経営の推進について 

 

１ 横浜健康経営認証の認証状況 

  今年度４年目を迎える「横浜健康経営認証」は、応募数・認証数ともに、年々増加して

おり、市内企業の健康経営に対する気運が高まっています。昨年度は、前年比の 3.5 倍と

なる 199 へと飛躍的に増加しました。 

          

 

２ 健康経営の普及促進について 

（１）今年度、市内３か所目となるウェルネスセンター（健康経営の支援拠点）を、横浜駅

に設置しました。（新横浜・LINKAI 横浜金沢に次ぐ３か所目）各ウェルネスセンターで

は、健康に関する専門家のセミナーや、横浜健康経営認証の概要説明、A から AA 以上

のクラスアップを目的としたセミナー等を複数回開催しています。 

（２）また、包括連携協定を締結する保険会社等と連携し、協定締結企業が開催する健康経

営セミナーでの認証制度の PR 等、積極的に努めてきました。 

（３）現在は、健康経営を進める事業所が、自ら必要なサービスを選ぶことができるよう、

ウェルネスパートナーズ登録事業所が提供する様々な健康づくりに関連するサービス

を、一覧にまとめているところです。 

（４）また、セミナー等に参加することが難しい企業に対する新たな支援策として、Facebook

での情報提供が可能になるよう作業中です。Facebook では、タイムリーで分かりやす

い取組事例の共有や、健康経営を進める上での事業所の疑問などに応えていく予定です。 

このように、今後は、健康経営の普及啓発とともに、事業所が健康経営に取り組むた

めの環境づくりを強化していきます。 

 

（参考）ウェルネスパートナーズ 

健康経営の推進やヘルスケアビジネスの発展等を目的としたオープンなネットワークであり、健康経営を

実践する事業所や、健康経営・健康関連のサービスを提供する事業所等で構成される。（登録制）平成 30

年 2 月 5日時点 376 社 

 

  なお、セミナー等では、多くの認証事業所の皆様にご協力いただき、実際の取組事例や、

健康経営に取り組むまでのプロセス、苦労したこと等をご発表頂いています。今後も認証 

事業所の皆様のご協力を得ながら、広く普及啓発に努めていきます。 

資料８ 



 

３ 今年度の横浜健康経営認証について 

（１）応募期間：６月５日～９月 30 日 

（２）昨年度からの変更点 

   ･電子申請システムの導入 

・東京証券取引所・経済産業省が行う「健康経営銘柄」を取得していないこと』を応募

資格から削除 

・評価基準の明確化 

・健康経営の効果に関するアンケート項目の追加 

 

 

 

（参考）2017 認証事業所のクラスアップ状況 

 認証期間終了を迎えた 2017 の認証事業所 28 事業所のうち、16 事業所は、クラスアッ 

プまたはクラスＡＡＡの継続となっています。８事業所については、前回認証区分と同じ、 

または下の区分となっています。 

 ※28 事業所のうち、３事業からは今回の更新申請なし。 

  未更新の理由：前回の認証以降取組が進展していないので、今後、さらに取組を進展させてからラン

クアップを目指したいため。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市では、市内事業所の「健康経営の推進」に取り組んでおり、事業所のより身近な場所で健康経営

の取組を支援する「健康経営支援拠点」を設置しています。 
このたび、新横浜地区、金沢地区に続き、市内３か所目となる健康経営支援拠点「横浜駅ウエルネスセ

ンター」を設置します。 

当センターは、横浜駅周辺地域を中心とした中小企業等の健康経営を普及促進する目的で、㈱ウエルア

ップ（西区）と、㈱相鉄アーバンクリエイツ（西区）及び㈱相鉄ビルマネジメント（西区）が連携して、

運営していきます。 

なお、開設にあたり、「オープニングセミナー」を開催します。 

(当事業は平成 29 年度から市経済局が行っている「健康経営支援拠点モデル事業補助金」の交付対象事業です。) 

 

 

 

１ 実施日時・内容 

令和元年 6 月 19 日（水） 15：00～17：00 （受付開始 14：30） 
   

【 開会・ご挨拶 】  

横浜市経済局   局長 林 琢己 

㈱ウエルアップ  代表取締役 木村 孝一 

㈱相鉄アーバンクリエイツ ㈱相鉄ビルマネジメント 代表取締役社長 千原 広司 

   【 基調講演 】 

「働く人のスマートライフのすすめ」～食事・運動・ストレスマネジメント～ 

      講師：筑波大学名誉教授 ㈱ＴＨＦ 代表取締役社長 田中 喜代次       

   【 横浜市の事業紹介 】 

「横浜市の進める健康経営について」 

   

２ 会場 

  横浜駅ウエルネスセンター  

（相鉄ムービル 6F 西区南幸 2-1-22）右図参照  

（横浜駅相鉄改札口から徒歩５分） 

 

※当日、取材していただける場合は、事前に、 

経済局ライフイノベーション推進課健康経営担当（671-3495）へご連絡をお願いします。 

●「健康経営」とは…、 

従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えのもと、健康

増進等を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。本市では平成 26 年度から推進しています。 

※「健康経営」は特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標です。 

令 和 元 年 ５ 月 2 3 日 
㈱ ウ エ ル ア ッ プ 
㈱ 相 鉄 ア ー バ ン ク リ エ イ ツ 
㈱ 相 鉄 ビ ル マ ネ ジ メ ン ト 
経済局ライフイノベーション推進課 
健 康 福 祉 局 保 健 事 業 課 

記 者 発 表 資 料 

  健康経営支援拠点を市中心部に新設！ 

「横浜駅ウエルネスセンター」オープン 
健康経営を目指す企業を支援します！ 

「横浜駅ウエルネスセンター・オープニングセミナー」について 

 

【裏面あり】 

 

市内３か所目となる 
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１ 設置目的 

  企業集積地域「横浜関内みなとみらい地区」における中小企業等の健康経営の普及促進。 

２ 設置場所 

① メイン会場  相鉄ムービル 6F （西区南幸 2-1-22）【6 月 19 日オープニングセミナー会場】 

② サブ会場   ウエルバランス （西区北幸 2-1-22 ナガオカビル５階） 

３ 運営者 

  ㈱ウエルアップ（西区 代表取締役：木村孝一） 

４ 共同運営者 

  ㈱相鉄アーバンクリエイツ （西区 代表取締役社長：千原広司） 

㈱相鉄ビルマネジメント  （西区 代表取締役社長：千原広司） 

５ 事業内容（今年度の予定） 

 ・専門家によるセミナー（年間 2 回程度）   有識者によるセミナー 

・実践報告セミナー（年間 2 回程度）     健康経営の事例報告や各種制度の紹介などのセミナー 

・かんたんに取り組める従業員の健康づくり  健康運動指導士等による参加者体験型セミナー 

・健康状態確認               スタンプラリー形式で行う各種健康測定機器体験 

・施設（スペース）開放           対象地区の従業員向け施設開放（無料体験） 

・女性向けセミナー             働く女性のメンタルヘルス、体調等に関するセミナー等 

・相談会（年間 2 回程度）          事業主・人事担当者等向け無料相談 

・ホームページ開設、リーフレット作成     健康増進、健康経営などの情報発信。 

  

   

 

１ 補助金の趣旨 

  市内の企業集積地における健康経営の普及啓発や取組支援等を行う拠点運営に関するモデル事業に係

る経費を補助します。 

２ 補助対象者 

  公募・審査を経て次の事業者への補助金交付が決定し、健康経営支援拠点が設置・運営されています。 

  《新横浜地区》バイオコミュニケーションズ㈱（事業期間：平成 29 年度～令和元年度） 

  《金沢地区》（公財）神奈川県予防医学協会（事業期間：平成 30 年度～令和 2 年度） 

３ 補助金額 

  年間 100 万円（補助対象経費の 4 分の 3 の額又は 100 万円のうちいずれか少ない額） 

  （当該事業は、内閣府の地方創生推進交付金の対象事業です。） 

 

※経済記者クラブへも同時発表しています。 

お問合せ先 

（健康経営及び補助事業に関すること） 

   経済局ライフイノベーション推進課担当課長   石津 雄一郎  ℡045-671-3591 

（横浜健康経営認証制度に関すること） 

健康福祉局保健事業課健康づくり担当課長  室山 孝子  ℡045-671-3376 

（横浜駅ウエルネスセンターの事業に関すること） 

   ㈱ウエルアップ  ウエルバランス事業部シニアマネージャー  宮岡 正樹  ℡045-317-7908 

 ㈱相鉄アーバンクリエイツ 横浜駅西口事業部課長      鳥畑 智紀 ℡045-316-3393 

   ㈱相鉄ビルマネジメント  営業統括部次長         石幡 勝  ℡045-326-3024 

（参考）市経済局「健康経営支援拠点モデル事業補助金」について 

「横浜駅ウエルネスセンター」の概要       
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※ 母子歯科口腔保健とは
妊婦中から乳幼児期の母子とその家族の歯科疾患

の予防と口腔の機能を守り、また育てることにより、生涯
にわたる健康づくりを推進する取組です。 

※ 妊婦歯科健康診査とは
母子健康手帳交付時に、妊婦歯科健康診査受診券

を配布しています。受診券を利用し、実施医療機関に 
おいて妊娠中に 1回、無料で歯科健診が受けられます。 
妊婦歯科健康診査の受診率 36％（30 年度） 

妊娠中から、歯の健康に関する正しい知識を持ち、市民一人ひとりが主体的に予防の取組を行うこと

は、妊婦だけでなく、生まれてくる赤ちゃんや家族の生涯にわたる健康増進につながり大変重要です。 

そこでこの度、横浜市と一般社団法人横浜市歯科医師会（会長杉山紀子。以下「横浜市歯科医師会」）

は、妊娠期からの『母子歯科口腔保健の推進に関する連携協定』を締結し、妊婦と乳幼児、その家族の

健康増進に向けて、妊婦歯科健康診査の受診率の向上および保健指導の充実など、健康診査の質の向

上等に取り組んでいきます。 

さらに、子どもたちが健やかに育つ社会の実現を目指し、母子歯科口腔保健の取組を通じた児童虐待

の防止等についても両者で連携して進めていきます。 

 

横浜市歯科医師会は、これまで妊婦歯科健康診査、乳幼児歯科健診を始め、学校歯科保健、歯周病

検診等を通じて、市民の生涯にわたる歯科口腔保健に関わってきました。 

 この度、「横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例」が4月1日に施行されたことを契機として協定を締

結し、両者で連携して、ライフステージの出発点となる妊婦歯科健康診査を始めとする母子歯科口腔保健

について取組を強化していくことになりました。  

 

１ 母子歯科口腔保健に関する取組の効果的な推進に関すること 

２ 母子歯科口腔保健に関する事業の質の向上に関すること 

３ 妊娠中から乳幼児期の母子とその家族に対する歯科疾患の予防および口腔機能の 

健全発育と維持に向けた普及啓発に関すること 

４ 地域における母子歯科口腔保健の推進に関すること 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

お問合せ先 

横浜市こども青少年局こども家庭課 親子保健担当課長 丹野久美 TEL045-671-4286 

一般社団法人 横浜市歯科医師会 事務局            TEL045-681-1553 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

令 和 元 年 ５ 月 １ ７ 日 
こども青少年局こども家庭課 

家族みんなの歯の健康は妊婦歯科健康診査から！ 

横浜市と横浜市歯科医師会が 

妊娠期からの母子歯科口腔保健の推進に関する連携協定を締結

経緯 

協定による連携事項 
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歯科口腔保健を通じた市民の生涯にわたる健康の増進 

妊婦歯科健康診査 

 

 

本年度は、妊婦歯科健康診査の受診率の向上や質の向上に向けて、市民啓発やアンケート

を実施します。また、乳幼児健診や地域の子育て交流の場などで、親子で取り組む歯の健康づく

りの普及啓発に連携して取り組みます。 

 

▶妊婦歯科健康診査の受診率の向上に向けて 

・ 妊婦とこどもの歯の健康キャラクター「めばえちゃん」 による啓発活動 

・ 妊娠中から始める歯みがき啓発のための動画の作成 

▶妊婦歯科健康診査の質の向上に向けて 

・ ４か月児健康診査でのアンケートの実施 

・ 妊婦歯科健康診査等の実施医療機関研修の充実 

▶地域における歯科口腔保健の推進に向けて 

・ 地域の子育て交流の場等での講演会 

・ 医療的ケア児への訪問診療等の取組 

・ 歯科医師会診療所における児童虐待の予防・早期発見 

・ 行政と歯科医療機関の情報共有の推進 

 

 

 

 

 

  

 

☝ 

 

 

 

 

妊婦とこどもの歯の健康キャラクター 

めばえちゃん 

 

 

 

 

 

 

お母さんとおなかの赤ちゃんの

生涯にわたる健康を願って、横浜

市歯科医師会が作成しました。 

妊婦歯科健康診査は、お母さんのためだけではなく、 

赤ちゃんや家族の生涯にわたる健康づくりのスタート地点として大変重要です。 

協定に基づく主な取組内容 

   妊娠期       乳幼児期      学齢期       成人期     高齢期 

乳幼児歯科健診 

保育所入所児歯科健診 

学校歯科保健 歯周病予防教室 

歯周病検診 

介護予防 

在宅歯科医療 

 

            
横浜市歯科医師会は「歯科医療の質の向上につとめ、横浜市で暮らすすべての人びとの生涯にわたり、

歯と口腔の健康を守ることをとおして生きる力を支え、健康長寿社会よこはまの実現を目指す」ことを
理念とし活動する団体です。 
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